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令和６年２月 富士市議会定例会追加議案 



富士市議会定例会 (2月 ） 追 加 議 案 目 次

議案番号 件 日 ペ ーン‘‘‘ 

議第53局 令和5年度富士市病院事業会計補正予算について（第5局） 1 

議第54号 令和6年度富士市一般会計補正予算について（第1号） 1 2 

議第55号 富士市税条例の一部を改正する条例制定について 3 1 



議第 53号

令和 5年度富士市病院事業会計補正予算について（第5号）

令和 5年度富士市病院事業会計補正予算を別紙のとおり定める。

令和 6年 3月22日提出

富士市長 小長井 義正

-1-



令和5年度富士市病院事業会計補正予算（第5号）

第1条 令和5年度富上市病院事業会計の補正予算（第5号）は、次に定めるところによる。

第2条 令和5年度富上市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第2条に定めた業務の予定量を

次のとおり改める。

（項日）

(2)年間患者数

外 来

(3) 1日平均患者数

外 来

（既決予定量）

208,980人

860人

（補正予定量） （計）

2,430人 211,410人

10人 870人

第3条 予算第3条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収 入

第1款 病院事業収益 15,593,528千円 108,378千円 15,701,906千円

第1項 医 業 収 益 14,127,531千円 108,378千円 14,235,909千円

支 出

第1款 病院事業費用 16,006,462千円 68,557千円 16,075,019千円

第1項 医 業 費 用 15,526,909千円 62,400千円 15,589,309千円

第2項 医業外費用 474,552千円 6,157千円 480,709千円

第4条 予算第10条に定めたたな卸資産の購入限度額「4,282,553千円」を「4,351,193千円」に改め

る。

令和6年3月22日提出

富士市長 小長井 義正

-2-



 収 益 的 収 入　　　  

既決予定額

１ 病 院 事 業 収 益 15,593,528

１ 医 業 収 益 14,127,531

２ 外 来 収 益 3,866,130

既決予定額

１ 病 院 事 業 費 用 16,006,462

１ 医 業 費 用 15,526,909

２ 材 料 費 3,906,230

２ 医 業 外 費 用 474,552

３ 雑 損 失 452,679

款 項 目

支　　出

　　　令和５年度　富士市病院事業

収　　入

款 項 目
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会計補正予算実施計画

及　び　支　出

（単位　千円）

補正予定額 計 備             考

108,378 15,701,906

108,378 14,235,909

108,378 3,974,508 患者数及び診療単価の増に伴う外来患者診療収入の増

（単位　千円）

補正予定額 計 備             考

68,557 16,075,019

62,400 15,589,309

62,400 3,968,630 薬品費の増

6,157 480,709

6,157 458,836 貯蔵品経理に伴う控除対象外消費税及び地方消費税の増

-4-



令和5年度富士市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

（単位円）

I業務活動によるキャッシュ・フロー

1当年度純利益

2減価償却費

(1)建物減価償却費

(2)構築物減価償却費

(3)器械備品減価償却費

(4)車両減価償却費

(5)無形固定資産減価償却費

3 固定資産除却費

4 引当金の増加額又は減少額（△）

(1)貸倒引当金の増加額又は減少額（△）

(2)賞与引当金の増加額又は減少額（△）

(3)法定福利費引当金の増加額又は減少額（△）

(4)退職給付引当金の増加額又は減少額（△）

5長期貸付金返還免除額

6 長期罰受金戻入益（△）

7受取利息及び配当金（△）

8 支払利息及び企業債取扱諸費

9未収金（医菓未収金・医菓外未収金）の増加額（△）又は減少額

10たな卸資産（貯蔵品）の増加額（△）又は減少額

11罰払金の増加額（△）又は減少額

12その他流動資産の増加額（△）又は減少額

13未払金（医業未払金・医業外未払金）の増加額又は減少額（△）

14預り金の増加額又は減少額（△）

15利息及び配当金の受取額

16利息及び企菓債取扱諸費の支払額（△）

業務活動によるキャッシュ・フロー

II投資活動によるキャッシュ・フロー

l固定資産の取得による資本的支出

(1)有形固定資産の取得による支出（△）

(2)無形固定資産の取得による支出（△）

(3)投資その他の資産の取得による支出（△）

2長期貸付金の貸付による資本的支出（△）

3 資本的支出に係る前払金の増加額（△）又は減少額

4 未払金（その他未払金）の増加額又は減少額（△）

5補助金等の資本的収入

(1) 国庫補助金

(2) 県補助金

6 未収金（その他未収金）の増加額（△）又は減少額

投資活動によるキャッシュ・フロー

III財務活動によるキャッシュ・フロー

1企菓債の発行

2企菓債の償還（△）

3 一時借入金の借入

4 一時借入金の返済（△）

財務活動によるキャッシュ・フロー

IV資金増加額（又は減少額）

v資金期首残高

VI資金期末残高

（注）予定キャッシュ・フロー計算書は、間接法で作成している。
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小計

△ 378,119,551 

148,928,000 
13,436,000 

312,118,000 

523,000 
45,000 

10,910,000 

4,932,851 

22,079,000 
5,533,000 

255,507,000 
1,200,000 

△ 44,906,000 

△ 3,970,000 
1,520,000 

1,141,108,432 
△ 7,029,558 
△ 5,466,962 

゜△ 5,812,430 

゜1,472,535,782 
3,970,000 

△ 1,520,000 

1,474,985,782 

△ 684,185,458 

゜△ 2,000,000,000 
△ 1,200,000 
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254,360,000 

△ 528,178,890 

6,376,692,528 

5,848,513,638 



（単位　円）

１ 固  定  資  産

（１）

イ 1,867,096,554

ロ 11,762,414,985

△8,820,546,934 2,941,868,051

ハ 544,696,664

△357,200,200 187,496,464

ニ 7,280,768,752

△5,768,462,864 1,512,305,888

ホ 10,106,591

△8,839,076 1,267,515

ヘ 6,270,000

6,516,304,472

（２）

イ 7,289,040

7,289,040

（３）

イ 2,000,020,000

ロ 4,800,000

△4,800,000 0

2,000,020,000

8,523,613,512

２ 流  動  資  産

（１）

イ 1,024,676

ロ 5,847,488,962

5,848,513,638

（２）

イ 2,183,284,912

ロ 39,823,096

ハ 3,276,000 2,226,384,008

△28,216,343

2,198,167,665

（３）

イ 34,868,827

ロ 9,000,000

43,868,827

（４） 18,731,000

（５） 5,879,250

8,115,160,380

16,638,773,892

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金 合 計

貯 蔵 品

薬 品

診 療 材 料

貯 蔵 品 合 計

前 払 金

現 金 預 金 合 計

未 収 金

医 業 未 収 金

医 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

現 金

預 金

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両

令和５年度　富士市病院事業予定貸借対照表
（令和６年３月31日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額
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３ 固　定　負　債
（１）

イ 1,393,111,225 1,393,111,225
（２）

イ 3,115,064,518 3,115,064,518
4,508,175,743

４　流  動  負  債
（１）

イ 477,263,000 477,263,000
（２）

イ 1,277,579,450
ロ 4,527,000
ハ 393,460,000

1,675,566,450
（３） 53,539,593
（４）

イ 382,582,000
ロ 73,788,000

456,370,000
2,662,739,043

５　繰　延　収　益
（１）

イ 6,694,815
ロ 47,347,000
ハ 31,599,997
ニ 274,860,856
ホ 571,419,179
ヘ 229,057,599

1,160,979,446
（２） 長期前受金収益化累計額

イ △3,041,000
ロ △40,118,448
ハ △20,171,089
ニ △208,037,367
ホ △340,071,587
ヘ △217,331,892

△828,771,383
332,208,063

7,503,122,849

６ 資  本  金
（１）

イ 66,828,051
ロ 6,130,411,186
ハ 1,198,650,000 7,395,889,237

7,395,889,237

７ 剰  余  金
（１）

イ 4,035,301
ロ 2,711,000
ハ 770,000
ニ 33,263,000
ホ 282,239,200
ヘ 6,071,537

329,090,038
（２）

イ 283,600,000
ロ 1,127,071,768

1,410,671,768
1,739,761,806
9,135,651,043

16,638,773,892負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
当年度未処分利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

工 事 負 担 金
寄 附 金
国 庫 補 助 金
県 補 助 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計

固 有 資 本 金
繰 入 資 本 金
組 入 資 本 金
資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金
受 贈 財 産 評 価 額

その他長期前受金収益化累計額
長期前受金収益化累計額合計
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

長 期 前 受 金 合 計

受贈財産評価額収益化累計額
工 事 負 担 金 収 益 化 累 計 額
寄 附 金 収 益 化 累 計 額
国 庫 補 助 金 収 益 化 累 計 額
県 補 助 金 収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額
工 事 負 担 金
寄 附 金
国 庫 補 助 金
県 補 助 金
そ の 他 長 期 前 受 金

引 当 金
賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金
引 当 金 合 計
流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

医 業 未 払 金
医 業 外 未 払 金
そ の 他 未 払 金
未 払 金 合 計

預 り 金

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
固 定 負 債 合 計

企 業 債
建設改良費等の財源に充てるための企業債

未 払 金

負　　債　　の　　部

企 業 債
 建設改良費等の財源に充てるための企業債

-7-



重要な会計方針及び財務諸表注記

I 重要な会計方針に係る事項

1有価証券の評価基準及び評価方法

投資有価証券（満期保有目的債券）は、償却原価法を採用し、投資有価証券（その他有価証券）

で時価のないものは、移動平均法による原価法を採用している。

2 たな卸資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産（貯蔵品）の評価基準及び評価方法は、先入先出法による原価法を採用している。

3 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く。）

① 減価償却の方法

定額法による。なお、償却の開始時期は、固定資産を取得又は編入した年度の翌年度から

としている。

② 主な耐用年数

目 耐用年数

士地 償却しない

建物 8年'"'-'60年

構築物 3年,.---.,50年

器械備品 2年,.---.,20年

車両 4年,.---.,6年

(2)無形固定資産（リース資産を除く。）

① 減価償却の方法

定額法による。なお、償却の開始時期は、固定資産を取得又は編入した年度の翌年度から

としている。

② 主な耐用年数

目

電話加入権

ソフトウェア

(3)リース資産

耐用年数

償却しない

5年

① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を需とする定額法による。

4 引当金の計上方法

(1)貸倒引当金

① 長期貸付金貸倒引当金

助産師修学資金貸付金の返還免除による損失に備えるため、貸付総額を計上している。

② 医業未収金貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上して

しヽる。

(2)退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額

のうち、一般会計が負担する部分を除く額を計上している。
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(3)賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担（令和5年12月から令和6年3月まで）に属する額を計上している。

(4)法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給

見込額に基づき、当年度の負担（令和5年12月から令和6年3月まで）に属する額を計上して

しヽる。

5 消費税及び地方消費税の会計処理

決算報告書は税込処理方式によっており、財務諸表は税抜処理方式によっている。なお、控除対象

外消費税及び地方消費税額は、当該事菓年度の費用として処理している。ただし、資本的収入の中

の不課税収入に係る特定収入分仕入控除対象外消費税及び地方消費税額は、繰延収益•長期

罰受金と相殺処理している。

11 予定貸借対照表等関連

1企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企菓債（当年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも

含む。）のうち、毎年度総務省より通知される「地方公営企菓繰出金について」（総務省一般会計繰出

基準）に基づき、病院の建設改良に要する経費（元金償還金）に対し、一般会計が負担すると見込ま

れる額は、 935,187,113円である。

2 引当金の取崩し

(1)貸倒引当金

① 長期貸付金貸倒引当金

助産師修学資金貸付金の返還免除による損失に充てるため、貸倒引当金 1,200,000円を

取り崩すこととしている。

② 医業未収金貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金 7,200,149円を取り崩すこととしている。

(2)退職給付引当金

令和5年度において、職員の退職手当として、 112,522,000円を支給するため、退職給付引当金

112,522,000円を取り崩すこととしている。

(3)賞与引当金

令和5年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として、 1,171,218,000円を支給するため、

賞与引当金 360,503,000円を取り崩すこととしている。

(4)法定福利費引当金

令和5年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として、 224,200,000

円を支給するため、法定幅利引当金 68,255,000円を取り崩すこととしている。

m セグメント情報の開示

報告セグメントが1つのため、記載を省略している。

IV リース契約により使用する固定資産

1リース取引の処理方法

リース料総額が、 300万円超の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リース料総額が、 300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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収 益 的 収 入

既決予定額 補正予定額 計

１ 15,593,528 108,378 15,701,906

１ 医 業 収 益 14,127,531 108,378 14,235,909

２ 外 来 収 益 3,866,130 108,378 3,974,508

既決予定額 補正予定額 計

１ 16,006,462 68,557 16,075,019

１ 医 業 費 用 15,526,909 62,400 15,589,309

２ 材 料 費 3,906,230 62,400 3,968,630

２ 医 業 外 費 用 474,552 6,157 480,709

３ 雑 損 失 452,679 6,157 458,836

病 院 事 業 収 益

　支　　出

  款　　　　　　項 目

病 院 事 業 費 用

　　　令和５年度　富士市病院事業

　収　　入

  款　　　　　　項 目
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(単位　千円)

金　額 備　　　　考

１ 外 来 収 益 108,378 患者数及び診療単価の増に伴う外来患者診療収入の増

(単位　千円)

金　額 備　　　　考

１ 薬 品 費 62,400 注射用薬品等処方量の増

２ そ の 他 雑 損 失 6,157
貯蔵品経理に伴う控除対象外消費税及び地方消費税の
増

節

会計補正予算参考調書

及 び 支 出

節
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議第54号

令和6年度富士市一般会計補正予算について（第 1号）

令和 6年度富士市一般会計補正予算を別紙のとおり定める。

令和 6年 3月22日提出

富士市長 小長井 義正
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令和 6年度富士市一般会計補正予算（第 1号）

令和 6年度富士市の一般会計補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2, 778, 000千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 104, 578, 000千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第 1表歳入歳出予算補正」による。

令和 6年 3月 22日提出

富上市長 小長井 義正
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第 1表 歳入歳出予算補正
,,_.. 
戚入

款 項 補正飢の額 補 正 額 計

千円 千円 千円

15 国庫支出金 16,482,873 2,778,000 19,260,873 

2国庫補助金 4,176,782 2,778,000 6,954,782 

戚,e-- 入 合 計 101,800,000 2,778,000 104,578,000 
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歳 出

款 項 補正飢の額 補 正 額 計

千円 千円 千円

2総務費 9,013,376 2,098,000 11,111,376 

1総務管理費 7,519,634 2,098,000 9,617,634 

3民生費 37, 723, 107 680,000 38,403,107 

1社会福祉費 5,657,957 680,000 6,337,957 

7面工費 3,384,221 9,000 3,393,221 

1商工費 3,384,221 9,000 3,393,221 

14予備費 100,000 △ 9,000 91, 000 

1予備費 100,000 △ 9,000 91, 000 

戚,e-- 出 合 計 101,800,000 2,778,000 104,578,000 
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1 総 括

（歳入）

1市税

2地方誼与税

3利子割交付金

4配当割交付金

款

5株式等譲渡所得割交付金

6法人事業税交付金

7地方消費税交付金

8 ゴルフ場利用税交付金

9環境性能割交付金

10 地方特例交付金

11 地方交付税

12 交通安全対策特別交付金

13分担金及び負担金

14使用料及び手数料

15 国庫支出金

16 県支出金

17財産収入

18 寄附金

19繰入金

20繰越金

21 諸収入

22 市債

歳 入 合

歳入歳出補正予算事項別明細薯

補正飢の額 補 正 額 計

千円 千円 千円

46,460,600 46,460,600 

678,000 678,000 

16,000 16,000 

200,000 200,000 

250,000 250,000 

650,000 650,000 

6,200,000 6,200,000 

67,000 67,000 

90,000 90,000 

1, 502, 000 1, 502, 000 

100,000 100,000 

40,000 40,000 

923,407 923,407 

1, 345, 606 1, 345, 606 

16,482,873 2,778,000 19,260,873 

7,269,443 7,269,443 

286,054 286,054 

3,506,306 3,506,306 

849,080 849,080 

1,000,000 1, 000, 000 

3,207,031 3,207,031 

10,676,600 10,676,600 

計 101, 800, 000 2,778,000 104,578,000 
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（歳　　出）

1 議会費 481,596 481,596

2 総務費 9,013,376 2,098,000 11,111,376

3 民生費 37,723,107 680,000 38,403,107

4 衛生費 9,518,662 9,518,662

5 労働費 272,120 272,120

6 農林水産業費 978,051 978,051

7 商工費 3,384,221 9,000 3,393,221

8 土木費 12,237,243 12,237,243

9 消防費 3,781,176 3,781,176

10 教育費 17,016,181 17,016,181

11 災害復旧費 52,000 52,000

12 公債費 7,242,167 7,242,167

13 諸支出金 100 100

14 予備費 100,000 △9,000 91,000

101,800,000 2,778,000 104,578,000

款 計

 千円

補正前の額 補　正　額

 千円

歳　　出　　合　　計

 千円
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国県支出金 地　方　債 そ　の　他

2,098,000

680,000

9,000

△9,000

2,778,000 0 0 0

 千円

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円
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4,176,782 2,778,000 6,954,782計

2 1,170,690 680,000 1,850,690民生費補助金

 千円  千円  千円

1 80,002 2,098,000 2,178,002総務費補助金

目 補正前の額 補　正　額 計

２　　歳    入

１５款　国庫支出金 2,778,000千円

　２項　国庫補助金 2,778,000千円

-19-

　　　　　　　　　　　　　　　　　 680,000×10／10
助金 　住民税非課税世帯等物価高騰対策給付金給付事業

社会福祉費補 680,0001 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 680,000

助金 　定額減税補足給付金給付事業　　 2,098,000×10／10

総務管理費補 2,098,0001 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 2,098,000

 千円

節
説　　　　　　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

 千円
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00 09,617,6347,519,634 2,098,000計 2,098,000

付費

足給付金給

2,098,00033 定額減税補 0 2,098,000 2,098,000

　２款　総務費

　１項　総務管理費 2,098,000千円

2,098,000千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源補正額

地方債

計

 千円  千円 千円  千円  千円

目 補正前の額

３　　歳    出

 千円  千円
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1,995,000補助金

及び交付金

1,995,000負担金、補助18

462備品購入費17

92,521委託料12

5,632手数料

300通信運搬費

5,932役務費11

533印刷製本費

500消耗品費

　　　　定額減税補足給付金　47,200人
1,033需用費10

　002 定額減税補足給付金給付事業費 1,995,000

　001 定額減税補足給付金給付事務費 99,948当

2,094,948002 定額減税補足給付金給付費3,052時間外勤務手

3,052　001 時間外勤務手当

3,052001 給与費3,052職員手当等3

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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歳出予算書＿事項別明細書00001

00 06,337,9575,657,957 680,000計 680,000

費

給付金給付

価高騰対策

税世帯等物

680,0005 住民税非課 0 680,000 680,000

　３款　民生費

　１項　社会福祉費 680,000千円

680,000千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源補正額

地方債

計

 千円  千円 千円  千円  千円

目 補正前の額

 千円  千円

-23-

650,000補助金

及び交付金

650,000負担金、補助18

25,891委託料12

847手数料

190通信運搬費

1,037役務費11

185印刷製本費

200消耗品費

385需用費10 　　　　こども加算　　1,000人

　004 こども加算給付事業費 50,000
75費用弁償

　　　　住民税均等割のみ課税世帯物価高騰対策給付金　1,500世帯

150,000
75旅費8

　003 住民税均等割のみ課税世帯物価高騰対策給付金給付事業費

472共済費4 　　　　住民税非課税世帯物価高騰対策給付金　　　　　4,500世帯

450,000
25勤勉手当

　002 住民税非課税世帯物価高騰対策給付金給付事業費
204期末手当

27,313
当

　001 住民税非課税世帯等物価高騰対策給付金給付事務費
828時間外勤務手

002 住民税非課税世帯等物価高騰対策給付金給付費 677,313

　002 パートタイム会計年度任用職員 1,859
1,057職員手当等3

　001 時間外勤務手当 828

2,687001 給与費1,083報酬1

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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歳出予算書＿事項別明細書00002

00 9,0003,393,2213,384,221 9,000計 0

9,0009,0006 交流観光費 253,186 262,186

　７款　商工費

　１項　商工費 9,000千円

9,000千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源補正額

地方債

計

 千円  千円 千円  千円  千円

目 補正前の額

 千円  千円

-25-

9,000負担金

9,000　　　　企業人材派遣制度負担金

　001 交流観光振興事業費 9,000及び交付金

9,000002 交流観光振興費9,000負担金、補助18

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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歳出予算書＿事項別明細書00003

00 △9,00091,000100,000 △9,000計 0

△9,000△9,0001 予備費 100,000 91,000

１４款　予備費

　１項　予備費 △9,000千円

△9,000千円

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源補正額

地方債

計

 千円  千円 千円  千円  千円

目 補正前の額

 千円  千円

-27-

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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給
l 一般職

(1)総括

ア 会計年度任用職員以外の職員

与 費 明 発且

書

ノ刀＼ 

職員数 給 与 費
共済費 合 計 備 考区

報 酬 給 料 職員手当等 計人

補正後 1,922 

゜
7,397,000 5,326,404 12,723,404 2,509,962 15,233,366 

補正前 1,922 

゜
7,397,000 5,322,524 12,719,524 2,509,962 15,229,486 

比 較

゜ ゜ ゜
3,880 3,880 

゜
3,880 

（単位千円）

区 ノ刀＼ 管理職手当 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務 時間外勤務
手 当 手 当

補正後 103,379 194,260 232,606 87,625 204,330 42, 112 601, 796 

補正前 103,379 194,260 232,606 87,625 204,330 42, 112 597,916 

比 較

゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜
3,880 

職
休日勤務 佼間勤務員 区 ノ刀＼ 宿日直手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当

手 手 当 手 当

当 補正後 136, 110 34,700 5,800 1, 696, 465 1, 364, 914 479,058 137,746 
等

補正前 136, 110 34,700 5,800 1,696,465 1,364,914 479,058 137,746 の
内 比 較

゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜訳
単身赴任 義務教育等 管理職員

区 ノ刀＼ 

手 当 教員特別手当 特別勤務手当

補正後 864 4,639 

゜補正前 864 4,639 

゜比 較

゜ ゜ ゜
イ 会計年度任用職員

ノ刀＼ 

職員数 給 与 費
共済費 合 計 備 考区

人 報 酬 給 料 職員手当等 計

補正後 717 2,300,478 51, 480 452,676 2,804,634 469,677 3,274,311 

補正前 717 2,299,395 51,480 452,447 2,803,322 469,205 3,272,527 

比 較

゜
1, 083 

゜
229 1, 312 472 1, 784 

（単位千円）

区分 地域手当 通勤手当
特殊勤務 時間外勤務 休日勤務 夜間勤務

宿日直手当
手 当 手 当 手 当 手 当

職
補正後 1,548 2,733 980 7,850 

゜
500 3,500 

員 補正前 1, 548 2,733 980 7,850 

゜
500 3,500 

手
比較当

゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜等
区分 期末手当 勤勉手当 退職手当の

内
補正後 386,776 48,789 

゜訳

補正前 386,572 48,764 

゜比較 204 25 

゜

-29-



(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

区分 1 増減額 1 増減事由別内訳 1 説 明

職員手当等 3,8801その他の増加分 時間外勤務手当の増
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（単位千円）

備考



議第55号

富士市税条例の一部を改正する条例制定について

富士市税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。

令和 6年 3月 22日提出

富士市長 小長井 義正
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富士市税条例の一部を改正する条例

年

第
例

和令

条（
 

月
、ヽ
ー／

日

号

富士市税条例（昭和 61年富士市条例第 32号）の一部を次のように改正する。

附則第 7条の次に次の 1条を加える。

（令和 6年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例）

第 7条の 2 所得割の納税義務者の選択により、法附則第 4条の 4第 4項に規定する特例損失金額

（以下この項において「特例損失金額」という。）がある場合には、特例損失金額（同条第 4項に

規定する災害関連支出がある場合には、第 3項に規定する申告書の提出の Hの前日までに支出し

たものに限る。以下この項及び次項において「損失対象金額」という。）について、令和 5年にお

いて生じた法第 31 4条の 2第 1項第 1号に規定する損失の金額として、この条例の規定を適用

することができる。この場合において、第 20条の規定により控除された金額に係る当該損失対

象金額は、その者の令和 7年度以後の年度分で当該損失対象金額が生じた年の末日の属する年度

の翌年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用については、当該損失対象金額が生じた年にお

いて生じなかったものとみなす。

2 前項前段の場合において、第 20条の規定により控除された金額に係る損失対象金額のうちに

同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第 48条の 6第 1項に規定する親族の有する法

附則第 4条の 4第 4項に規定する資産について受けた損失の金額（以下この項において「親族資

産損失額Jという。）があるときは、当該親族資産損失額は、当該親族の令和 7年度以後の年度分

で当該親族資産損失額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の規定

の適用については、当該親族資産損失額が生じた年において生じなかったものとみなす。

3 第 1項の規定は、令和 6年度分の第 27条第 1項又は第 4項の規定による申告書（その提出期

限後において市民税の納税通知書が送逹される時までに提出されたもの及びその時までに提出さ

れた第 28条第 1項の確定申告書を含む。）に第 1項の規定の適用を受けようとする旨の記載が

ある場合（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認め

る場合を含む。）に限り、適用する。

附則第 8条中「附則第 4条の 4第 3項」を「附則第 4条の 5第 3項」に改める。

附則

この条例は、公布の日から施行する。
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